
登録内容確認のオンライン化

普及状況（2024年7月）

※利用率＝オンラインによる登録件数/全登録件数
（2024年7月1カ月分）

 利用権限設定済み機関数

449機関 （2024年7月末時点）
※利用権限設定が可能な機関数は最大1397機関

 全体の利用率

14.8％

＜オンライン確認の利用率推移＞
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登録内容確認のオンライン化 ～発注機関別 利用率が高い機関（2024年7月）～

・7月の登録件数が10件以上
かつ利用率10％以上の機関は
27機関あった。

・7月の登録件数が10件以上
かつ利用率10％以上の機関
は38機関あった。

 国の機関等  都道府県・
政令市
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都道府県
政令市

利用率

広島県 91.7%
山口県 90.9%
愛媛県 73.7%
愛知県 63.4%
滋賀県 63.0%
長崎県 62.4%
徳島県 60.5%
新潟市 58.3%
さいたま市 46.8%
富山県 46.6%
広島市 41.9%
山梨県 40.8%
浜松市 32.7%
大阪市 30.0%
岐阜県 29.5%
岡山県 29.3%
大分県 28.6%
鹿児島県 27.2%

島根県 26.9%
新潟県 26.7%
仙台市 26.5%
和歌山県 26.4%
石川県 25.9%
鳥取県 25.6%
京都府 25.3%
熊本県 23.1%
熊本市 22.8%
佐賀県 19.7%
山形県 19.6%
埼玉県 19.4%
香川県 17.5%
秋田県 17.0%
堺市 17.0%
長野県 15.7%
京都市 15.1%
岩手県 11.8%
栃木県 11.0%
宮崎県 10.5%

国の機関等 利用率

国土地理院 81.1%
東日本高速道路株式会社 61.6%
大阪航空局 60.0%
中国地方整備局（港湾空港） 58.3%
東京航空局 50.0%
中国地方整備局（港湾空港以外） 49.5%
阪神高速道路株式会社 46.7%
中部地方整備局（港湾空港以外） 43.7%
関東地方整備局（港湾空港） 42.9%
九州地方整備局（港湾空港以外） 42.1%
本州四国連絡高速道路株式会社 40.0%
四国地方整備局（港湾空港以外） 36.9%
国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所 36.4%
国土交通省国土技術政策総合研究所 34.6%
東北地方整備局（港湾空港以外） 33.9%
内閣府沖縄総合事務局（港湾空港） 33.3%
林野庁 33.2%
九州地方整備局（港湾空港） 31.7%
北陸地方整備局（港湾空港以外） 29.8%
内閣府沖縄総合事務局（港湾空港以外） 27.6%
西日本高速道路株式会社 24.6%
近畿地方整備局（港湾空港以外） 24.5%
国土交通省北海道開発局 23.2%
農林水産省 23.1%
独立行政法人水資源機構 21.7%
日本下水道事業団 18.3%
首都高速道路株式会社 16.3%



登録内容確認のオンライン化 ～発注機関別 利用率が高い機関（2024年7月）～

・7月の登録件数が5件以上
かつ利用率50％以上の機関は
43機関あった（右図）。
（未掲載を含む利用率10％以上は
147機関あった）

 市区町村
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市区町村 利用率

山口県下松市 100.0%
熊本県玉名郡玉東町 100.0%
山口県防府市 93.1%
宮崎県日南市 91.7%
山口県熊毛郡田布施町 90.9%
広島県竹原市 86.7%
三重県鳥羽市 85.7%
山口県熊毛郡上関町 83.3%
愛知県尾張旭市 75.0%
山口県長門市 73.7%
愛知県知立市 72.7%
滋賀県東近江市 71.4%
岡山県総社市 69.2%
山口県宇部市 68.5%
岩手県九戸郡洋野町 66.7%
滋賀県犬上郡多賀町 66.7%
奈良県桜井市 66.7%
山口県山口市 66.7%
愛知県岡崎市 65.3%
島根県安来市 65.0%
愛媛県八幡浜市 63.6%

愛知県常滑市 62.5%
群馬県前橋市 62.4%
栃木県大田原市 61.5%
愛知県田原市 60.6%
山口県下関市 60.3%
三重県度会郡度会町 60.0%
熊本県上益城郡嘉島町 60.0%
山口県柳井市 57.9%
三重県志摩市 57.1%
兵庫県神崎郡福崎町 57.1%
山口県光市 57.1%
熊本県荒尾市 57.1%
兵庫県南あわじ市 56.3%
福島県須賀川市 54.5%
愛知県瀬戸市 54.5%
広島県三原市 54.5%
愛知県一宮市 54.2%
京都府舞鶴市 54.2%
福島県喜多方市 50.0%
富山県氷見市 50.0%
石川県小松市 50.0%
鳥取県倉吉市 50.0%
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